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統合レポート説明会
2023年11月29日
伊藤忠商事株式会社
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本日の説明会の狙い

企業価値
資本コスト 成長率

創出価値

 統合レポート2023の解説を通じて当社経営のポイントをご理解頂くと共に、
市場に共通する様々な課題についてステークホルダーの皆様と対話を行うこと

 不透明かつ不確実な経営環境下、当社の経営戦略と課題への対応状況について
エンゲージメントを行うこと

 上記を通じた更なる企業価値の向上を実現すること
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統合レポート2023の表紙の説明

新型コロナウイルスの行動制限が
ようやく解除され、普通の日常が
戻ってきました。暮らし方、働き方、
人との接し方は、この数年で大きく
変化しましたが、当社は常に人々
に寄り添い「三方よし」の商売を
創造し続ける。そんな「商人」としての
不変の在り姿を表現しています。
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統合レポート2023のテーマ
p.1
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統合レポート2023のテーマ
p.1
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成長率の向上

継続している統合レポートの構成

企業価値の向上
創出価値の拡大

持続的な価値創造の原動力
（資本の総和）

持続的な成長を支える取組み・体制 中長期的な価値創造への布石

短期目標の達成
企業価値算定式（投資判断の視点）を用いた論理的な整理を継続 p.2

資本コストの低減

会長CEOが経営戦略の全体像を
語り、各オフィサーが担当領域を
詳細に解説するコンセプトを継続COO

CFO

CAO

CSO

CEO

マネジメントメッセージ
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ＣＥＯメッセージのキーワード
p.6

 相手の気持ちを汲み取る「マーケットイン」

 慢心せず、常に一生懸命に努力を続ける

 資源価格や為替水準の平常化を見据えた
「備え」と「仕掛け」の実践

 「三方よし」が根付く企業文化の更なる進化

統合レポート全体の「目次」的な役割

 株式市場に対する「マーケットイン」

 非財務面での取組み強化
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ＣＥＯメッセージの変遷
20232021 2022

「三方よし」が根付く
企業文化「三方よし」の経営戦略 「三方よし」に資する

ビジネス

歴史に学ぶ教訓

対話を踏まえた
株主還元姿勢

「マーケットイン」の発想で
業態変革

人材戦略

資源価格平準化後の
「備え」

商人としての自覚

市場の期待に応える
（株主還元）

「マーケットイン」の発想

脱炭素化も「マーケットイン」

川下のイニシアティブ

慢心せず、一生懸命に
努力を続ける

株式市場に対する
「マーケットイン」

相手の気持ちを汲み取る
マーケットイン

非財務面での
取組み強化

資源価格・為替平常化を
見据えた「備え」と「仕掛け」
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ＣＯＯメッセージのキーワード
p.12

 社員と共に現場を飛び回り商売を積み上げる

 組織の縦割り、コミュニケーション、自身の内なる壁

コロナ禍明けの3年目に向けた抱負

３つの壁の打破

脱炭素化に関する考え方

 GHG排出量削減の持続的かつ着実な推進

 「現場主義」、「ハンズオン経営」の徹底
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ＣＡＯ対談のキーワード

 「商いを通じて世の中を豊かにする」という、
共通の使命感

p.36

見えない価値の可視化・サステナビリティの在り方

 サステナビリティを語る「共通言語」

 PBR1倍超に表れる「見えない価値＝人」
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 成長投資を行う際の留意点

 グループCEOオフィス設置の背景

 当社を取り巻く経営環境の見立て

不透明な経営環境下での高い景気変動耐性

投資の4つの教訓
①高値掴み ②取込利益狙い
③パートナーへの依存・過信 ④ハンズオン不足

ＣＳＯインタビューのキーワード
p.42

 CITICの業績見通し
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p.54

ＣＦＯインタビューのキーワード

 成長戦略の礎となる財務・資本基盤の拡充

 2023年度の株主還元方針の考え方

3つのバランスを伴う財務・資本戦略をブレずに実践

 2023年度の成長投資の考え方

 資金調達を担保する格上げ

企業価値の
持続的向上

課題

対話 経営施策に反映

株主資本
の拡充

株主還元後
実質FCF＞0 NET DER

株主還元

有利子負債
コントロール成長投資

3つのバランスを意識し高ROEを実現 対話と企業価値向上のポジティブサイクル
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統合レポートの進化

時代の潮流を捉え、
ビジネスモデル、人材戦略、
サステナビリティの取組み、

ガバナンス等を
着実に進化させてきた
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企業価値算定式用いた論理的な整理、マネジメントメッセージの構成、商人型ビジネスモデル等

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

統
合
レ
ポ
ー
ト

経
営
環
境
の
変
化

新型コロナウイルス

ロシア・ウクライナ問題等、地政学リスクの顕在化

★5類移行

 上場子会社のガバナンス、
指名委員会委員会の議論

★改訂コーポレートガバナンス・コード

 女性活躍推進委員会

 一般炭権益の売却

 自己変革力をキーワードとする
ビジネスモデル変革の特集

 中期経営計画
・マーケットインによる事業変革
・「SDGs」への貢献・取組強化

 GHG排出量・
オフセットに関する目標

新たな生活様式や働き方の浸透、デジタル化の加速

144.99
為替（円/US$)
金利（Libor・SOFR)

110.71
0.32％ 5.25％

122.39
0.24％

133.53
3.52％

★日本政府によるGHG排出量削減目標の表明
★有価証券報告書における非財務開示
★資本コストや株価を意識した経営の実現

冊子構成

 独自性の高い人材戦略の
詳細説明 働き方改革第2ステージ

 ガバナンスコンテンツ拡充
（後継者計画等）

 既存事業の「磨き」と将来
への「布石」(CTC等)

 シナリオ分析(1.5℃等)

「Brand-new Deal 2023」における統合レポートの進化

★中期経営計画公表★ファミリーマート非公開化 ★Moody’s 
A2格上

★女性活躍推進
委員会設置

★一般炭権益から
完全撤退方針

★ TOB公表
(CTC・大建工業)

★日立建機
への出資

★Drummond
一般炭権益売却

★Ravensworth North
一般炭権益売却

★コネクシオ
売却

149.58

経営環境・リスクの分析・開示を強化

当
社

上述及び
市場の声を反映
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統合レポート2023の進化

②特集2 既存事業の「磨き」と将来への「布石」

③特集1 企業価値向上に繋がる人材戦略

④気候変動・サステナビリティマネジメント
(シナリオ分析の拡充、人権デューデリジェンス等)

⑤コーポレート・ガバナンス（後継者計画、取締役会での議論）

①経営環境・リスクの分析

1. 新たに作成したコンテンツ

2.市場の期待に応えて記載を拡充したコンテンツUpdate

New
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①経営環境・リスクの分析

p.74 PEST分析

p.42 CSO
インタビュー

p.50 カントリーリスク

 各カンパニーの業績に与える
マクロ環境要因の影響度の分析

p.99 業績影響

p.118 主要財務データ

 非資源・資源それぞれのリスクアセットに
対するリターン（RORA）を開示

New

New
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②特集2：既存事業の「磨き」と将来への「布石」

将来への「布石」 として、
8月に公表したCTC・
大建工業のTOBも
意識した構成

当社の強みである
ファミリーマート、
北米建材事業、
CTCの既存事業の
「磨き」について説明

New

p.65
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③特集1：企業価値向上に繋がる人材戦略
p.30 p.35

 過去から取組む、独自性の高い人材戦略上の各施策の変遷や内容の詳細を説明
 人材戦略における重要指標を特定し、具体的な施策と紐付けた上で開示

p.31-34
各施策の変遷や内容の詳細

人材戦略における重要指標Update
Update

企業価値
資本コスト 成長率

創出価値
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④気候変動に関する考え方・取組み

企業価値
資本コスト 成長率

創出価値

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
★TCFD提言への
賛同・開示

シナリオ分析

対
象
事
業

シ
ナ
リ
オ

発電事業、石炭事業

鉄鉱石事業
化学品事業
自動車事業

移
行
リ
ス
ク

Dole事業、パルプ事業

飼料・穀物
トレード事業

物
理
的
リ
ス
ク

1.5℃シナリオ

2℃未満シナリオ/4℃シナリオ

 1.5℃シナリオを加味した「鉄鉱石事業」、「化学品事業」、
「自動車事業」、 「飼料・穀物トレード事業」を分析・開示

★GHG排出量
削減目標開示

2018年度

エネルギー事業

★TCFD提言に基づく
シナリオ分析開始

p.79

 9事業の分析により、GHG排出量（Scope3）の8割をカバー

Update

p.81
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④サステナビリティマネジメント（人権デューデリジェンス）

企業価値
資本コスト 成長率

創出価値

事
業
領
域

★伊藤忠グループ
人権方針策定

食料
金属

繊維
住生活

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
★JaCER加盟
(グリーバンスメカニズム)

★商品毎の個別
調達方針拡充

 2008年度のサプライチェーン・
サステナビリティ調査を皮切りに、
時代の変化を捉えながら、人権
に関わる取組みを着実に推進

 事業領域別リスクマッピングを
作成し、重点的に人権リスクの
発生防止に取組むテーマを特定事業領域別リスクマッピング

人権デューデリジェンス

p.83

 JaCERに加盟し、総合商社とし
て初めてグリーバンスメカニズムを
構築

Update

Update
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＜当社のESG主要施策とESG評価・GPIF ESG投資額の推移＞

ESGﾚﾎﾟｰﾄ
発行

人権DD
結果開示

GHG削減
目標開示

TCFD
開示拡充

MSCI組入れ

FTSE組入れ

主要施策
対応事項

（億円、推計）

（参考）ESG評価・ESG投資額の推移

人的資本
開示拡充

（ESG評価）
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⑤コーポレート・ガバナンス（後継者計画、取締役会での議論）
 後継者計画について、

選任プロセス・育成方針に
加えガバナンス・指名・報酬
委員会委員長のコメントを
記載

企業価値
資本コスト 成長率

創出価値

p.91 Update

p.95 Update  資産入替の具体的な事例
に関する取締役会での議論
内容を記載
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最後に・・・
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統合レポート2021・2022
説明会で掲げた主な課題

上場子会社（6社）の保有・
買増し等に関する継続議論・説明

不透明な経営環境下における
キャッシュ・アロケーション

経営陣のサクセッションプランに関する
議論内容・考え方の説明

CITIC／CPグループとの協業やファミリー
マート事業の具体的な成果の提示

GHG削減実績等の気候変動関連の
トラックレコード積み上げと開示の拡充

収益基盤の更なる強化に資する
投資案件の検討・実行

課題への対応状況 2024年以降の課題

CTC、大建工業、日立建機等
非資源分野への成長投資を着実に実行 大型投資案件のシナジーの具現化

課題への対応状況と2024年以降の課題

CITIC／CPグループとの中長期的な
取組みの中での具体的な成果の提示

株主還元の拡充、成長投資の
着実な実行、格上げの実現

CTCの非公開化、
コネクシオの売却を実行

上場子会社を保有する
戦略的意義の更なる解説

実効性を伴うロードマップの作成、
新たな法令・開示要請

（ISSB、TNFD等）への対応

次期経営計画における株主還元方針、
成長投資の方針の提示

一般炭権益2案件を売却し、
GHG排出量を削減

後継者計画について、選任プロセス・
育成方針を提示 社外取締役と市場の対話の拡充

非公開化後のファミリーマートの戦略・
施策の具体的な進捗・成果を提示
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